
栃木県の中期財政収支見込みについて
１　概　要

　　令和３(2021)年度当初予算や国の地方財政対策等を踏まえ、中期的な収支見込みを試算しました。

　　令和３(2021)年度当初予算案をベースに、いくつかの前提条件を設定し機械的に試算したものです。

　　従って、今後の経済情勢の変化や国の予算編成の動向等により、試算した数値は大きく変動します。

２　試算の考え方
　・職員費は、一般職員、教員の増減等を反映して試算しています。

　・県税・地方消費税収入、税交付金等は、税制改正の影響を見込んで試算しています。

○　歳　　出 (単位:億円､％)

伸び率 伸び率 伸び率 伸び率 伸び率

1 投資的経費 1,420 ▲14.1 1,597 12.5 1,543 ▲3.4 1,463 ▲5.2 1,448 ▲1.0

 (1)公共事業費・災害復旧費等 679 ▲28.8 868 27.8 868 0.0 868 0.0 868 0.0

 (2)大規模建設事業等関連経費 190 8.0 198 4.2 144 ▲27.3 69 ▲52.1 54 ▲21.7

 (3)その他建設事業費 551 5.2 531 ▲3.6 531 0.0 526 ▲0.9 526 0.0

2 義務的経費 5,282 ▲0.3 5,354 1.4 5,388 0.6 5,461 1.4 5,478 0.3

 (1)職員費  1,985 ▲1.7 1,988 0.2 1,971 ▲0.9 1,960 ▲0.6 1,941 ▲1.0

 (2)公債費 1,013 ▲1.1 1,024 1.1 1,033 0.9 1,059 2.5 1,070 1.0

 (3)退職手当等 228 ▲6.4 233 2.2 228 ▲2.1 240 5.3 220 ▲8.3

 (4)医療福祉関係経費 1,119 2.3 1,149 2.7 1,176 2.3 1,206 2.6 1,235 2.4

 (5)税交付金等 937 2.5 960 2.5 980 2.1 996 1.6 1,012 1.6

3 その他消費的経費 3,452 142.2 3,173 ▲8.1 3,077 ▲3.0 3,037 ▲1.3 2,996 ▲1.4

 (1)一般行政費 1,123 36.0 820 ▲27.0 820 0.0 820 0.0 820 0.0

 (2)国体等開催費 14 366.7 72 414.3 0 皆減 0 0

 (3)県単貸付金等 2,315 287.9 2,281 ▲1.5 2,257 ▲1.1 2,217 ▲1.8 2,176 ▲1.8

歳 出 合 計 10,154 21.3 10,124 ▲0.3 10,008 ▲1.1 9,961 ▲0.5 9,922 ▲0.4

一般財源ベース※1 Ａ 5,866 ▲1.6 6,041 3.0 5,951 ▲1.5 5,954 0.1 5,955 0.0

※１）一般財源ベースは、税交付金等のうち、地方消費税清算金を控除している。

○　歳　　入（一般財源） (単位:億円､％) (単位:億円､％) (単位:億円､％) (単位:億円､％) (単位:億円､％)

伸び率 伸び率 伸び率 伸び率 伸び率

1 県税・地方消費税収入※2 2,854 ▲4.7 2,902 1.7 2,959 2.0 3,006 1.6 3,044 1.3

2 地方交付税 1,346 3.7 1,342 ▲0.3 1,317 ▲1.9 1,304 ▲1.0 1,280 ▲1.8

3 地方譲与税等 273 ▲29.6 316 15.8 341 7.9 357 4.7 367 2.8

4 交安交付金、繰越金等 16 0.0 16 0.0 16 0.0 16 0.0 16 0.0

5 県有施設整備基金 40 0.0 35 ▲12.5 0 皆減 0 0

6 国体等開催基金 5 皆増 58 1,060.0 0 皆減 0 0

7 県債 1,228 8.5 1,270 3.4 1,224 ▲3.6 1,179 ▲3.7 1,166 ▲1.1

       うち臨時財政対策債 590 47.5 540 ▲8.5 520 ▲3.7 500 ▲3.8 500 0.0

歳入（一般財源）合計 Ｂ 5,762 ▲1.8 5,939 3.1 5,857 ▲1.4 5,862 0.1 5,873 0.2

※２）県税・地方消費税収入は、県税と都道府県間清算後の地方消費税清算金の合計

収支差　　　Ｃ＝Ｂ－Ａ ▲ 104 ▲ 102 ▲ 94 ▲ 92 ▲ 82

財調・県債基金充当額 ※3 104 102 94 92 82
※３）財調・県債基金充当額は、財政調整基金充当額と県債管理基金充当額の合計

年度末財政調整的基金残高見込み 324 237 193 151 119

年度末県債残高見込み 12,216 12,563 12,877 13,106 13,325

臨財債除き 6,633 6,887 7,125 7,291 7,463

注２）端数処理の関係で合計の数字が一致しない場合がある。

令６(2024) 令７(2025)

注１）令４(2022)～令７(2025)の年度末財政調整的基金残高見込みには、繰越金50億円を含んでいる。

令３(2021) 令４(2022) 令５(2023)
区 分

令７(2025)

　・大規模建設事業等関連経費として、公共施設等長寿命化関係経費、那須庁舎整備費、足利高校整備費、宇都宮中央高
　　校整備費等を見込んでいます。

　・公債費、医療福祉関係経費等は、令和３(2021)年度当初予算をベースに所要見込み額を試算しています。

区 分
令３(2021) 令４(2022) 令５(2023) 令６(2024)
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投資的経費 

 

 

 

 

・公共事業費・災害復旧費等、その他建設事業費は、令和元年東日本台風に

係る災害復旧費、新型コロナウイルス感染症への対応経費及び「防災・減

災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく事業費を除き、令和

３年度当初予算の水準で推移するものとした。 

・大規模建設事業等関連経費は、公共施設等の長寿命化などについて、現時

点における年次計画等を参考に試算した。 

 

職員費・ 

退職手当等 

 

 

・新たな定員管理に基づく職員の増減、児童生徒数の増減に伴う教員の増減

等を見込んだ。 

・人事委員会勧告等に基づく給与改定は見込んでいない。 

 

公債費 

 

 

・既発行分の元利償還金に、今後の県債発行見込額にかかる元利償還金を加

えて見込んだ。 

 

医療福祉関係

経費 

 

・高齢化の進行等を見込んで試算した。 

 

税交付金等 

 

 

・税関連支出は、税収見合いで見込んだ。 

 

その他消費的

経費 

 

 

 

・一般行政費、県単貸付金等は、新型コロナウイルス感染症への対応経費を

除き、令和３年度当初予算の水準で推移するものとした。 

・国民体育大会及び全国障害者スポーツ大会開催経費は、先催県を参考に

見込んだ。 
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県税・地方消

費税収入 

 

 

 

・今後の伸び率については、内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」 

（R3.1.21）における名目成長率（ベースラインケース）を基に試算した。 

 〈2022:2.2％、2023:2.0％、2024:1.7％、2025:1.5％〉 

・法人関係税等の税制改正の影響を見込んで試算した。 

 

地方交付税 

 

 

・地方一般財源総額が令和３年度と実質的に同水準で推移するものとして 

試算した。 

 

地方譲与税等 

 

 

 

・地方譲与税は、県税収入の動向を基に試算した。 

・地方特例交付金については、自動車税減収補填特例交付金に係る税制改正

の影響を見込んで試算した。 

 

県債 

 

 

 

 

・投資的経費の歳出見込額に基づき試算した。  

・臨時財政対策債については、地方一般財源総額が実質的に同水準で推移す

ることを前提に、税の伸び率等に応じて増減するものとして試算した。 

・退職手当債については、所要額を見込んだ。 

 


